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論 文 内 容 の 要 旨 

 

本稿の主たる課題は、二国間で締結される非対称軍事同盟関係を説明する米政治学者ジェイムズ・モ

ロー（James D. Morrow）の「自律性―安全保障の交換モデル」が、冷戦期とポスト冷戦期にかけて

存在する同盟に対して有効性を有するか否かを検証することにある。その際、日米同盟を主たる事

例として検討する。以上を通じて、冷戦期に形成された同盟が冷戦の終焉後も維持されている理由

を明らかにした。 

現実主義国際政治理論での同盟理論は、「現状維持」と「勢力均衡」の観点から同盟形成に関す

る有効な説明を提供しているが、同盟の「維持」と「変化」には関心を払っていない点が理論上の

弱点として指摘されてきた。その弱点を補完するための「非対称同盟理論」は、主に二国間の同盟

関係で、同盟構成国間の力の差に着目し、力の差が多ければ大きいほど、同盟の結束力が強くなり、

また維持期間も長くなると主張した。その理由についてモローは、非対称同盟では大国による「安

全保障」と小国による外交・安全保障上の「自律性」が交換されるからであると主張した。1991 年

に発表された、モローの「自律性―安全保障の交換モデル」は、今日に至るまで非対称同盟の維持

と変化を説明する理論として有効性を持つと評価されている。日米同盟では、日本がアメリカに安

全を保障される代わりに、基地を提供することによって外交・安全保障上で自律性が制限されると

理解されてきた。 

しかし、本稿が日米同盟の事例を通じて、モローが提示する同盟変化条件を検証した結果、少な

くともポスト冷戦期にはモローの非対称同盟論は有効ではないことが明らかになった。モローは、

外部環境に脅威が存在する限り、同盟を変化させ、同盟の在り方を規定するのは、大国が小国に提

供する「安全保障」であるため、小国による「自律性」の提供が同盟へ及ぼす影響はほぼ無いと見

なす。しかし、冷戦期にも小国が自律性のために行動し、脅威の定義が変わるポスト冷戦期には同

盟変化のためのイニシアティブが小国にもあり、小国主導で同盟が変化する可能性も高くなってい

たことを明らかにした。以上から、本稿は「大国―小国」の関係の在り方によって「自律性」と「安

全保障」の交換のパターンが異なる点を強調し、新たなる非対称同盟論（「新」非対称同盟論）を

提示した。 


